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Ⅰ　行政改革の基本姿勢

①行政改革の必要性

②行政改革大綱の取組期間

③実施計画及び進行管理

【策定経過】

身延町行政改革大綱（第一次）

社会状況変化に対応するため、短いスパンで取り組み、期限を定めての見直しが必要だ
と判断しました。このことから、平成28年度から平成30年度までの3年間を本行政改
革大綱に基づく取組期間とし、具体的な実施計画を定め、年度ごとに成果と課題を検証
し、目標の見直しを行うローリング方式（修正、補正をしながら）で取り組みを進めま
す。

　本行政改革大綱の推進項目を具体的かつ着実に推進していくため、平成２８年度から
導入される「人事評価制度」と連動させ、人事評価制度の組織目標を実施計画として取
組ます。
　行政改革に対して全職員が危機感と厳しい姿勢を持ちながら取り組みを進めるために
は、定量的な目標を設定することが重要となります。
　このため、数値目標を設定できる項目については「組織目標」においてより具体的に
設定します。なお、計画の進捗状況等については、従来通り積極的に情報の公開に努め
ていきます。

区　　　　　分 期　　　　　間

身延町行政改革大綱（第二次）

身延町行政改革大綱（第三次）

平成１７年度から平成２１年度

平成２２年度から平成２４年度

平成２５年度から平成２７年度

　本町を取り巻く社会・経済環境は益々厳しさを増しています。最も大きな変化のひと
つとして、人口減尐問題が上げられます。特に地方における尐子高齢化問題は深刻で、
本町においても、非常に高い高齢化率を示しています。
　身延町では、これまで不断の努力により行政改革を積極的に推進し、大きな成果をお
さめてきました。しかし、尐子高齢化の進行をはじめとして、社会構造が大きく変化す
る中で、福祉分野を中心に、これまでになく歳出圧力が高まっています。
　このように、財政環境が一段と厳しさを増す中、中長期にわたり健全財政を維持しつ
つ、町民の期待に応え、子どもから高齢者までだれもがいきいきと暮らしていけるよう
な施策を展開していくためには、行政改革を継続的に推進し、簡素で効率的な町政運営
を行う必要があります。
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Ⅱ　基本理念

―知恵と工夫による地域の発展―

Ⅲ　達成目標

「小さくて効率的な役場経営」

Ⅳ　基本的な取組方針

一人ひとりが改革実行の担い手

　私たちは地方行政のプロフェッショナルとしての自負を持ち、有益な情報の取得に努
め、常に町民の目線で行政ニーズを把握し、前例に拘らない柔軟な姿勢で迅速に地域の
課題へ対応出来得る実行力の高い行政組織の構築を目指します。
　全職員が行政課題を共有し、知恵を出し合い、機動的に行動できる実行主体となるべ
く「一人ひとりが改革実行の担い手」を基本方針とし、“職員の行動改革の推進”と
“健全な行財政運営の推進”を重点課題に位置づけて取り組みます。

　限られた人員、予算などの中で、「行政の効率化」をいかにして図るのかが行政改革
の課題とも言えます。既存の施策・事務事業の“カイゼン” (*)を図り、効果の薄い施
策は勇気を持って“スクラップ”しながら、財源と人的資源を重要施策へ重点的に配分
する仕組みを再構築していくことが喫緊の課題です。
　そのためには、様々な行政課題に柔軟な対応ができる職員の育成が重要です。また、
夢のある町づくりへ積極的にチャレンジする組織風土の醸成も欠かせません。
　町民等との対話から町政に対する要望を的確に把握し、適切に解決することで行政と
町民の信頼関係の強化に努め、総合計画に掲げたまちづくりの目標である「新たな公共
空間の形成」を目指して、未来志向と柔軟な発想を持ち、繊細でありながら大胆な行動
力を発揮して「小さくて効率的な役場経営」の実現に取り組み続けます。

＊“カイゼン”：製造業では海外でも“Kaizen”で通用する言葉となり、上からの命令で実行するので
はなく、現場の作業者が自分で知恵を出して変えていくことが大きな特徴で、持続性、継続性が重視され
る。ここでは、職員の一人ひとりが中心となり行政改革をボトムアップしていくことを強調するため、意
図的に用いています。

　地方分権型社会に適応した自治体として、町民にとって満足度の高い行政サービスを
安定的に供給し、個性的で堅実なまちづくりを推進していくためには、財政の健全性を
維持し、町民と行政がそれぞれの役割と責任を担いながら、協働して地域経営をしてい
く自覚と仕組みが必要になります。
　そのためには、町民自治(*)の充実へ向けた取組を深め、積極的な情報共有と十分な説
明を行い、相互の信頼を深めながら一歩ずつ改革を進めていきます。
　すべての職員は、この町で暮らす町民の福祉向上と地域社会の発展が使命であること
を常に自覚し、自己の能力を最大限発揮しながら率先して行財政改革へ取り組んでいき
ます。
　このような観点から、「知恵と工夫による地域の発展」を行政改革推進の基本理念と
します。

*町民自治：「地域・コミュニティの事柄・問題はまず、地域の人々がみんなで考え、責任を持って決定
し、解決を主導していくことです。」
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Ⅴ　推進項目

１　組織目標の達成に向けた取組
（１）課別目標の設定

２　行政組織と人材（財）育成
（１）適性な定員管理

（２）人材（財）育成

身延町行政改革大綱　（第四次）

　職員には、町の施策に対する適切な理解力、幅広い知識や教養、さらには政策形成力
や実行力が求められています。課ごとの組織目標を明確にし、目標達成のために具体的
に取組方法や期限を自ら設定することで、職員の自発性を促し、自己研鑚を積むことが
「小さくて効率的な役場経営」という大綱の達成目標に繋がります。
　全ての課で課題や目標を洗い出し、共通認識のもとでチームワークの醸成を目指すと
ともに、常に町民との協働に心がけ、地域の先頭に立ち、町民との意見調整や地域間の
連携づくりを推進する組織形成がポイントになります。

　既存の施策・事務事業の“カイゼン” を図り、効果の薄い施策は勇気を持って“スク
ラップ”しながら、財源と人的資源を重要施策へ重点的に配分する仕組みを再構築して
いくことが喫緊の課題です。
　最小の人員で最大の効果をあげるため、職員一人ひとりの業務量を的確に把握し、職
員間の負担の公平化に配慮し適正な配置を図ります。また、臨時職員・再任用職員につ
いても、職務内容を十分精査し、雇用期間及び賃金を検討する中で適正な定員管理に努
めます。

　限られた人員、予算などの中で、「行政の効率化」をいかにして図るのかが行政改革
の課題とも言えます。また、人事による組織の活性化と公務能率の向上・やる気の発揚
を図るため、職員の資質とやる気を重視した昇任制度や適正配置を検討し、人事評価制
度の活用を図りながら人材（財）育成に取り組みます。
　各種の研修に職員を派遣し、個の能力開発に活用するとともに、庁内研修の充実を図
り、身延町人材育成基本方針である「基礎能力・分析力・実行力をもち、住民から信頼
される職員」を目指します。



付属資料　１

身延町行政改革大綱　（第四次）概念図

基本理念

基本目標

基本方針

　知恵と工夫による地域の発展

　小さくて効率的な役場経営

　一人ひとりが改革実行の担い手

推進項目
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参画

連携

連携

連携

町
　
　
　
民

身延町行政改革推進本部

行　政 《執行機関》

諮問

答申・提言

身延町行政改革推進体制図

町長 

◆推進幹事会議 

本部長（町長） 

副本部長（副町長・教育長） 

推進幹事（課長 等） 

※大綱案の策（改）定 

※実施計画の策（改）定 

※諸施策案の決定 

※実施計画の進行管理 
 

◆推進リーダー会議 

推進ﾘｰﾀﾞｰ（本部長の指名） 

※大綱案の検討 

※実施計画の検討 

※諸施策案の検討 
 
 

ワーキンググループ 

職員の中から公募等 

※調査・研究棟 

身延町行政改革推進委員会 

推進委員10名以内 

 （有識者・公募者） 

※行政改革の推進に関する 

重要事項を調査及び審議す 

る。 

※必要に応じて町長へ意見 

する。 
 

事務局（総務課） 

事務局長（総務課長） 

事務局員（行革担当） 
 

※行政改革推進委員会 

の庶務 

※行政改革推進本部の 

庶務 
 

意見 

報告 

議会 
《議事機関》 

◎ 

町 

長 

へ 

意 

見 

・ 

提 

案 

パ 

ブ 

リ 

ッ 

ク 

コ 

メ 

ン 

ト 

◎ 

行 

政 

情 

報 

の 

共 

有 

◎ 

進 

捗 

状 

況 

の 

公 

表 

各課等 

《改革実行の基礎グループ》 

◆課内会議  ※諸施策の実行※職員提案 
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２．行政改革推進本部

３．各課等

身延町行政改革推進体制

１．行政改革推進委員会

推進体制 

 行政改革推進委員会は、町長の諮問に応じて、本町の行政改革の推進に関

する重要事項を調査及び審議し、答申します。 

 また、必要に応じて町長に意見を申し出ることができます。 

 委員の数は１０名以内で、町政に関して優れた見識を有する者及び公募に

よる者から町長が委嘱します。 

 

 行政改革推進本部は、行政改革大綱及び実施計画の策定・実施、その他行

政改革に係る重要事項を審議します。 

 本部長を町長、副本部長を副町長・教育長とし、課長等及び本部長が指

名する職員をもって組織します。 

（１）推進幹事会 

 行政改革推進幹事会は、本部長、副本部長及び課長等をもって組織し、

行政改革大綱及び実施計画の策定・実施、その他行政改革に係る重要事項

を審議します。 

（２）推進リーダー会議 

 推進リーダー会議は、本部長の指名した職員で構成し、行政改革大綱及

び実施計画の素案の検討・調査を行います。また、喫緊の課題処理に対し

ては、全職員の中から有志を募り、随時ワーキンググループを設置して対

応策の検討を行います。 

 各課等は、管理職のもと担当する事務事業のカイゼンを図るため持続的に

研究・検討を行い、主体的に改革の実行に努めます。また、各課等から庁内

へのカイゼン提案も積極的に行います。 


